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サマリー「ガイドラインの構成と要旨」
第1章 情報子会社おけるシニア人材活用の重要性

１．わが国におけるIT市場とIT人材の将来動向
IT需要の拡大と共にIT人材不足も大きくなる。一方でわが国のIT人材はシニア層の割合が上昇する。

２．情報子会社におけるシニア人材活用の重要性
情報子会社の年代分布は40代がピークでIT人材全体と比べて若干高い。10年後に向けてはシニア人材が急増する

第２章 情報子会社おけるシニア人材活用の実態
１．情報子会社の危機意識と人事制度の実態

企業の危機意識は高く、さまざまな取り組みがなされているが、制度理解やモチベーション等で更なる取り組みも必要。
２．情報子会社におけるシニア人材の担当業務

現状はシニアが近づくと管理部門にシフトする傾向があるが、今後は現業事業部門での活躍が期待されている。
３．情報子会社におけるシニア人材活用に向けた課題

企業からみた課題は「新しい技術・スキルの習得」と「年上の部下へのマネジメント」に大別される。

第３章 情報子会社おけるシニア人材活用のさらなる推進に向けて
１．情報子会社におけるシニア人材活用のポイント

シニア人材も中核戦力と位置付けた制度づくり、多様化するキャリア形成の選択肢への支援がポイント。
２．情報子会社におけるシニア人材活用の具体的指針

シニア人材活用の10の指針と、５つの活躍の場、及びその関連を示す。

第４章 さらなる活躍を目指すシニア人材に向けて
１．シニア人材の活躍事例

シニア人材として現在活躍中の4名の方からインタビューにより活躍事例とアドバイスをうかがう。
２．先輩シニア人材からのメッセージ

個人インタビュー/アンケートから得たメッセージは大きく７つのカテゴリーに分類される。（＋企業向けの２カテゴリー）

参考資料 シニア人材に関する各種制度の紹介
１．わが国における高齢化の進展と政府の取組
２．わが国の年金制度の概要
３．高年齢者雇用の推進に向けた公的支援制度

『JUAS 情報サービス業（情報子会社等）高齢者雇用促進事業報告書』を
公開いたしました | JUAS 一般社団法人 日本情報システムユーザー協会

※ガイドラインのダウンロードはこちら
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サマリー「第3章 さらなる人材活用」

情報子会社の特性に合わせた
人事制度を検討・整備する３

それぞれのシニア人材が
最大限活躍してもらえる業務を担う1

シニア人材の業務や評価に
見合った処遇を行う２

シニア人材活用に関する戦略を
経営方針や事業計画に盛り込む4

後進の育成・指導を業務として位置付け
評価や処遇に織り込む7

学び続ける習慣や
“手が動く”状態の維持を図る10

情報提供により、シニア人材個人の
キャリアプランを支援する6

自身のキャリアプランを立案し、
会社としてサポートする8

グループ会社のITニーズに応え、
グループ会社のIT活用を担う５

計画的に複数の部署・業務を経験し、
能力や視野を広げておく９

対象 指 針

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

リ
ー
ダ
ー
を
継
続

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

（
社
内
）

グ
ル
ー
プ
会
社
の

I
T
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
外
で
活
躍

メ
ン
タ
ー

企
業

1 それぞれのシニア人材が
最大限活躍してもらえる業務を担う △ ● △

２ シニア人材の業務や評価に見合った
処遇を行う ● ● △

３ 情報子会社の特性に合わせた
人事制度を検討・整備する ● △ △ △

４ シニア人材活用に関する戦略を
経営方針や事業戦略に盛り込む △ ● △ ●

５ グループ会社のITニーズに応え、
グループ会社のIT活用を担う ●

６ 情報提供により、シニア人材個人の
キャリアプランを支援する △ △ △ ●

７ 後進の育成・指導を業務として
位置付け、評価や処遇に織り込む △ ●

個
人

８ 自身キャリアプランを立案し、
会社としてサポートする △ ● △ ●

９ 計画的に複数の部署・業務を経験し、
能力や視野を広げておく △ ● △

10 学び続ける習慣や“手が動く”状態の
維持を図る ● △

特性１
情報子会社の人事制度等は企業グループの制度に
準じるため、雇用形態や責任の範囲、給与水準が、
役職定年や定年等に伴い変化することが多い。

ポイント１
シニア人材を「中核戦力」として
位置付ける制度の設計・運用

特性３
情報子会社における雇用は、これまで比較的安定し
ていたが、企業を取り巻く環境やシニア人材が活躍す
る環境は、今後大きく変わっていく可能性がある。

ポイント２
個人のキャリア形成に関する選択
肢の多様化と積極的な支援

特性２
情報子会社の業務の特性上、最新のスキルを習得
しにくい場合や社外での人脈等を築きにくい場合があ
る。

情報子会社の特性と活用のポイント

10の指針

５つの“活躍の場“

５つの“活躍の場“と
10の指針の関係
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概要（本資料）の目次
サマリー「ガイドラインの構成と要旨」 １
サマリー「第3章 さらなる人材活用」 ２

ー概要ー
なぜシニア人材活用なのか・・・ ４
情報子会社の現状 ５
シニア人材活用への取り組みと期待 ６
企業からみた課題 ７
情報子会社の特性と活用（施策）のポイント ８
特性・ポイントから導かれる10の指針 ９
５つの活躍の場 10
“５つの活躍の場”と10の指針との関係 11
活躍の場１:マネジメント・リーダーの役割を継続する 12
活躍の場２:スペシャリストとして社内で活躍する 13
活躍の場３:グループ会社のITマネジメントを担う 14
活躍の場４:メンターとして後進を指導する 15
活躍の場５:経験と専門性を活かし、社外で活躍する 16
先輩シニア人材からのメッセージ 17
シニア人材になる前に取り組んでおくべきこと 18
さらなる活躍を目指すシニア人材に向けて 19
（Appendix 1）参考データ 20-26
（Appendix 2）推進事業の概要 27-31
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なぜシニア人材活用なのか・・
１．IT人材の不足

２．高齢者活用の政策（努力義務化）対応

３．情報子会社の役割の変化

４．社員の就業意識の変化
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情報子会社の現状
情報子会社の危機感は強い

１．シニア比率の上昇

２．続く親会社からのシニア人材受入

３．シニア向けの間接業務要員ニーズの枯渇

４．スキルギャップとモチベーションダウン

44.4%

53.7%

1.9%

今後、自社の人員の高齢化が進むこと
に対して危機感や課題を感じているか

強く感じている ある程度感じている
あまり感じていない まったく感じていない

3.8%

11.0%

19.5%

22.1%

26.6%

25.8%

0% 20% 40% 60%

現在

5年後

10年後

情報子会社人員の
年代分布の将来推計

60代 50代

（企業アンケート調査結果）

（企業アンケート調査結果）
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シニア人材活用への取り組みと期待

（企業）取り組みの実施状況
（「すでに実施している」比率）

（企業）今後推進すべき取り組み
（「強くそう思う」比率）

（個人）取り組んでほしいもの
（「強くそう思う」比率）

勤務時間の短縮化や
勤務形態の弾力化（50%）

若手人材に対する技術伝承の
推進や人材育成支援（32%）

役職定年後や定年後（継続雇用制度

利用時）の処遇の改善（24%）

若手人材に対する技術伝承の
推進や人材育成支援（43%）

勤務時間の短縮化や
勤務形態の弾力化（26%）

若手人材に対する技術伝承の
推進や人材育成支援（19%）

新たな知識やスキル・資格等の
習得に対する支援（41%）

働きやすい環境の整備（シニア人材
の呼称・執務場所等）（19%）

定年制の廃止や雇用上限年齢の
66歳以上への引き上げ（18%）

キャリアプラン等についての
セミナーや面談の実施（39%）

成果連動型報酬の導入
（17%）

働きやすい環境の整備（シニア人材
の呼称・執務場所等）（18%）

働きやすい環境の整備（シニア人材
の呼称・執務場所等）（32%）

キャリアプラン等についての
セミナーや面談の実施（15%）

勤務時間の短縮化や
勤務形態の弾力化（17%）

（左2列:企業アンケート調査結果、右1列:個人アンケート調査結果）
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企業からみた課題

51.9%

48.1%

48.1%

37.0%

31.5%

0% 25% 50% 75% 100%

新しいスキルや技術の習得に対する意欲が低いこと

保有しているスキルや技術が古いこと

年下の管理職やリーダー等から指示がしづらいこと

新しいスキルや技術の習得に時間がかかること

接し方に配慮がいること

（企業からみた）シニア人材の弱みや課題（上位５つ）

新しいスキル・技術を
習得する能力・意欲の低さ

年上の部下へのマネジメント・
シニアとの接し方への戸惑い

（企業アンケート調査結果）
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情報子会社の特性と活用（施策）のポイント

情報子会社の人事制度等は親会社や企業グループの
制度に準じるため、雇用形態や責任の範囲、給与水準が、
役職定年等に伴い変化することが多い。

特性１

シニア人材活用に関する情報子会社の特性 シニア人材活用のポイント

情報子会社における雇用は、これまで比較的安定してい
たが、企業を取り巻く環境やシニア人材が活躍する環境
は、今後大きく変わっていく可能性がある。

特性３

情報子会社の業務の特性上、最新のスキルを習得しにく
い場合や社外での人脈等を築きにくい場合がある。

特性２

シニア人材を「中核戦力」として位置付
ける制度の設計・運用

ポイント１

個人のキャリア形成に関する選択肢の
多様化と積極的な支援

ポイント２
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特性・ポイントから導かれる10の指針
特性１
情報子会社の人事制度等は企業グループの制度に
準じるため、雇用形態や責任の範囲、給与水準が、
役職定年や定年等に伴い変化することが多い。

ポイント１
シニア人材を「中核戦力」として位置付ける制度の設
計・運用

特性３
情報子会社における雇用は、これまで比較的安定し
ていたが、企業を取り巻く環境やシニア人材が活躍す
る環境は、今後大きく変わっていく可能性がある。

ポイント２
個人のキャリア形成に関する選択肢の多様化と
積極的な支援

特性２
情報子会社の業務の特性上、最新のスキルを習得
しにくい場合や社外での人脈等を築きにくい場合があ
る。

情報子会社の特性に合わせた
人事制度を検討・整備する３

それぞれのシニア人材が
最大限活躍してもらえる業務を担う1

シニア人材の業務や評価に
見合った処遇を行う２

シニア人材活用に関する戦略を
経営方針や事業計画に盛り込む4

後進の育成・指導を業務として位置付け
評価や処遇に織り込む7

学び続ける習慣や
“手が動く”状態の維持を図る10

情報提供により、シニア人材個人の
キャリアプランを支援する6

自身のキャリアプランを立案し、
会社としてサポートする8

グループ会社のITニーズに応え、
グループ会社のIT活用を担う５

計画的に複数の部署・業務を経験し、
能力や視野を広げておく９
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５つの活躍の場

マネジメント
リーダーの

役割を継続する

マネジメント
リーダーの

役割を継続する

グループ会社の
ITマネジメント

を担う

グループ会社の
ITマネジメント

を担う

スペシャリスト
として社内で

活躍する

スペシャリスト
として社内で

活躍する

メンターとして
後進を指導する
メンターとして

後進を指導する

経験と専門性を
活かし、社外で

活躍する

経験と専門性を
活かし、社外で

活躍する
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“５つの活躍の場”と10の指針との関係

対象 指 針

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

リ
ー
ダ
ー
を
継
続

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

（
社
内
）

グ
ル
ー
プ
会
社
の

I
T
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
外
で
活
躍

メ
ン
タ
ー

企
業

1 それぞれのシニア人材が
最大限活躍してもらえる業務を担う △ ● △

２ シニア人材の業務や評価に見合った
処遇を行う ● ● △

３ 情報子会社の特性に合わせた
人事制度を検討・整備する ● △ △ △

４ シニア人材活用に関する戦略を
経営方針や事業戦略に盛り込む △ ● △ ●

５ グループ会社のITニーズに応え、
グループ会社のIT活用を担う ●

６ 情報提供により、シニア人材個人の
キャリアプランを支援する △ △ △ ●

７ 後進の育成・指導を業務として
位置付け、評価や処遇に織り込む △ ●

個
人

８ 自身のキャリアプランを立案し、
会社としてサポートする △ ● △ ●

９ 計画的に複数の部署・業務を経験し、
能力や視野を広げておく △ ● △

10 学び続ける習慣や“手が動く”状態の
維持を図る ● △

●関連が強いもの

△ある程度
関連があるもの
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活躍の場１:マネジメント・リーダーの役割を継続する

47.1%

0.0%

49.0%

3.9%

継続雇用された場合の
管理職としての活躍の可能性

継続雇用後も管理職として活躍できる

正社員として継続雇用された場合のみ管理職として活躍できる

継続雇用後は管理職として活躍てきない

その他・無回答

シニア人材の業務や評価に見合った処遇を行う指針２

情報子会社の特性に合わせた人事制度を検討・整備する指針３

事例

事例

（企業アンケート調査結果）
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活躍の場２:スペシャリストとして社内で活躍する

それぞれのシニア人材が最大限活躍してもらえる業務を担う指針１

シニア人材活用に関する戦略を経営方針や事業計画に盛り込む指針４

学び続ける習慣や“手が動く”状態の維持を図る指針10

事例



© JUAS 2021 14情報サービス業（情報子会社等）におけるシニア人材活用ガイドラインの概要

活躍の場３:グループ会社のITマネジメントを担う

グループ会社のITニーズに応え、グループ会社のIT活用を担う指針５

事例

計画的に複数の部署・業務を経験し、能力や視野を広げておく指針９

事例
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活躍の場４:メンターとして後進を指導する

後進の育成・指導を業務として位置づけ、評価や処遇に盛り込む指針７

事例

37.7%

32.1%

9.4%

7.5%

5.7%

0% 25% 50% 75% 100%

異動・配置転換に関する事業部門の協力

古いシステムの維持・運用が人に依存

育成のための機会（大規模なPj等）がない

ITに関する育成施策の不備（自社で育成できない）

人員確保に向けたIT部門貢献のアピール不足

高齢化に対する施策や世代交代を進める上での課題（上位５つ） （企業アンケート調査結果）
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活躍の場５:経験と専門性を活かし、社外で活躍する

情報提供により、シニア人材個人のキャリアプランを支援する指針６

事例

自身のキャリアプランを立案し、会社としてサポートする指針８

事例
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先輩シニア人材からのメッセージ

個人としての「強み」の重要性 いつまでも大切な「学ぶ姿勢」

シニア人材としての可能性を知る 可能性を広げる社外との人脈

準備は早いうちから 基礎となるお金と健康

後進への思いを託す
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シニア人材になる前に取り組んでおくべきこと

42.0%

41.0%

38.0%

32.0%

26.0%

22.0%

19.0%

17.0%

14.0%

9.0%

8.0%

6.0%

0% 25% 50% 75% 100%

働かなくても済むような生活資金の貯蓄

IT分野の最新の技術・スキルの取得

専門性の向上

社外での人脈・ネットワーク形成

マネジメント力の向上

後進人材の育成

社内での人脈・ネットワーク形成

独立開業等ができるような専門資格の取得

社外での活躍の場や可能性に対する十分な理解

独立開業等に向けた資金面の準備

自社の定年制や継続雇用制度等に対する十分な理解

自社の役職定年制度に対する十分な理解

40代から50代前半に取り組んでおけばよかったこと
（55歳以上の方のみが回答）

個人としての
「強み」の重要性

いつまでも大切な
「学ぶ姿勢」

シニア人材としての
可能性を知る

可能性を広げる
社外との人脈

準備は早いうちから 基礎となる
お金と健康

後進への
思いを託す

（個人アンケート調査結果）
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さらなる活躍を目指すシニア人材に向けて

個人としての「強み」の重要性 いつまでも大切な「学ぶ姿勢」

シニア人材としての可能性を知る 可能性を広げる社外との人脈

準備は早いうちから 基礎となるお金と健康

後進への思いを託す

Aさん

Aさん

Bさん

Bさん

Dさん

Cさん

Dさん

Cさん

Ａさん

Ｂさん

Ｂさん Ｃさん Ｄさん
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Appendix 1
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60歳以降も活躍する上での不安や課題（個人・年代別）

0 10 20 30 40

体力・健康

働く意欲・モチベーション

専門的知識・スキル

新しい知識を学ぶ力・記憶力

新しい経験に対する挑戦意欲（チャレンジ精神）

新しい環境への適応力・柔軟性

自分より若い世代とのコミュニケーション力

地域の同じ世代とのコミュニケーション力

マネジメント力

貯蓄・収入

40代 50代 60代

(%)非常に不安や課題があると回答した割合

（個人アンケート調査結果）
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勤務先の制度等に対する理解度（個人、年代別）

0 20 40 60 80 100

自分自身が役職定年に達した場合、
給与水準がどの程度変わるか

定年後、継続雇用制度を利用する場合、
給与水準がどの程度変わるか

自分自身が継続雇用制度の対象になるかどうか

継続雇用制度によって、自分自身の働き方（勤務時間帯、
場所、その他労働条件）がどのように変わるか

継続雇用制度によって、
自分自身が定年後何歳まで働けるか

定年後、継続雇用制度利用時に、自社内で
どのようなキャリアが選べるか

定年後、継続雇用制度利用時に、自社以外の関係会社や
グループ企業で、どのようなキャリアが選べるか

継続雇用制度が終了し、退社した後、
どのような活躍の場があるのか

具体的に知っている 何となく知っている

(%)

各質問項目に対して
棒グラフ上段が40代
下段が50代

※60代は回答数が少ないため、
グラフから除外した。

制度等を知っていると回答した割合

（個人アンケート調査結果）
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企業の取り組み状況、勤務先の取り組みの印象（個人・年代別）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

定年制の廃止や雇用上限年齢の
66歳以上への引き上げ

役職定年制や定年後（継続雇用制度
利用時）の処遇の改善
成果連動型報酬の導入

勤務時間の短縮化や
勤務形態の弾力化

働きやすい環境の整備（シニア人材の
呼称・執務場所等）

若手人材に対する技術伝承の推進や
人材育成制度支援

新たな知識やスキル・資格等の
取得に対する支援

キャリアプラン等についての
セミナーや面談の実施

グループ内の関係企業等での
活躍先の紹介・あっせん
グループ外の企業等での
活躍先の紹介・あっせん

既に実施している（企業） 既に十分に取り組んでいる（個人） ある程度取り組んでいる（個人）

(%)

各質問項目に対して
棒グラフ上段から
企業、40代、50代
60代の順に表示

取り組んでいると回答した割合

（企業アンケート調査結果）
（個人アンケート調査結果）
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シニア活用に向けた施策の状況（雇用力チェックシート）

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5
活用風土

働きやすい

職場づくり

成⾧機会

の提供
戦力化

働きかけ

40代 50代 60代 企業

（企業アンケート調査結果）
（個人アンケート調査結果）

独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構
（JEED）が策定した「雇用力チェックシート」の
設問（小項目）に対する企業・個人のアンケート
結果から、５つの大項目の評価を比較した。

点数は、あてはまる(4)、ややあてはまる(3)、
あまりあてはまらない(2)、あてはまらない(1)
として、平均点を算定したもの。

「雇用力チェックシート」については、
JEED「65歳超雇用推進マニュアル
～高齢者戦力化のすすめ～（その３）」

（2019.2）を参照のこと。
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グループ内のIT人材活用についての情報子会社への期待

0 20 40 60 80 100

親会社への優秀なシニアTI人材の提供（一般的な出向・派遣等）

親会社への優秀なシニアTI人材の提供（恒久的な転籍等）

親会社のシニアIT人材再教育（研修の提供等）

親会社からのシニアIT人材の受入

親会社からの非ITシニア人材の受入や再教育

その他のグループ会社からの非ITシニア人材の受入や再教育

強く期待されている どちらかと言えば期待されている どちらかと言えば期待されていない 全く期待されていない

(%)

グループ内でのIT人材の活用に関して、貴社（情報子会社）には、どのような役割が期待されていると
感じますか。

（企業アンケート調査結果）
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シニア人材活用の施策検討の自由度

0 20 40 60 80 100

役職定年制度の導入・変更

定年制度の導入・変更

継続雇用制度の導入・変更

自社のシニア人材の報酬体系の変更

自社のシニア人材の研修の企画・実施

自社のシニア人材の仕事のあっせん

親会社からの人材の受入

親会社への人材の提供

自社独自の意向をほぼ反映できる 一定の制約のもとで自社独自の意向を反映できる
自社独自の意向を反映できる余地は限られる 自社独自の意向を反映する余地はほとんどない
実施・検討したことがない

(%)

シニア人材を活用するための諸制度や取り組みは。どの程度、貴社（情報子会社）の意向通りに（グループ内の
制度や親会社の意向等に制約を受けることなく）企画・実施できますか。

（企業アンケート調査結果）
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Appendix 2
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産業別高齢者雇用推進事業

•

•

高齢・障害・求職者
雇用支援機構

（JEED）

高齢・障害・求職者
雇用支援機構

（JEED）

産
業
別
団
体

産
業
別
団
体

会
員
企
業

会
員
企
業

高齢者の
活用・戦力化

高齢者の
活用・戦力化

改善普及・啓発ガイドライン
の策定

シニア
人材活用
ガイドライン

委託

JUAS専門委員会JUAS専門委員会

情報子会社を対象にアンケート・インタビュー調査（法人、個人）
調査結果による委員会議論、ガイドライン策定
情報子会社を対象にアンケート・インタビュー調査（法人、個人）
調査結果による委員会議論、ガイドライン策定
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「情報子会社」を調査対象とした背景と目的

•

•

•
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調査の概要とデータリンク

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

企業向け
アンケート調査

調査対象
一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）の
会員企業のうち、「情報子会社」に該当する企業
（120社のうち54社が回答）

調査方法 Webアンケート 実施期間 2019年10月前半

個人向け
アンケート調査

調査対象
「IT関連業以外」の親会社をもつ「IT関連業」企業に
勤務する40～65歳の個人（241名）
（大手Web調査会社の登録モニターを利用）

調査方法 Webアンケート 実施期間 2019年10月下旬

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調

査 企業向け
インタビュー調査

調査対象 JUAS会員企業である情報子会社（10社）

調査方法 対面インタビュー 実施期間 2019年11～12月

個人向け
インタビュー調査

調査対象 JUAS会員企業等からご紹介いただいた個人（4名）

調査方法
個別インタビュー
（オンライン） 実施期間 2020年6～7月

『情報サービス業（情報子会社等）におけるシニア人材活用に関するガイドライン』
https://juas.or.jp/news/3158/

『JUAS 情報サービス業（情報子会社等）高齢者雇用促進事業報告書』
https://juas.or.jp/news/topics/3031/
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End


